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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画の趣旨   

 国は平成２６年１月に「障害者権利条約」を批准していますが、それまでに障害者権利

条約の批准に必要な国内法の整備や障がい者福祉制度の改革を推進するため、平成２３年

８月に障がい者の定義の見直しや障がいの有無にかかわらず人格と個性を尊重する共生社

会の実現等を内容とした「障害者基本法」を改正し、平成２４年１０月には障がい者への

虐待の禁止や予防を内容とした｢障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関

する法律（障害者虐待防止法）」を施行しました。 

平成２５年４月には障害者自立支援法を改正し、障害者基本法の趣旨を踏まえた「障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」が施行

されています。 

平成２８年４月には障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性

を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目的とした「障害を理由とする差

別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が施行され、同時期に改正「障害者

の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）」も施行されています。また、「障害

者基本法」の改正や「障害者総合支援法」の施行に伴い、難病患者も障がい者の定義に位

置づけられ、障害福祉サービスを受けることができるようになり、平成２７年１月には

「難病の患者に対する医療等に関する法律（難病医療法）」が施行されたことによって、

難病の対象が拡大され、難病に対する医療費助成の法定化や、サービスの充実も定められ

ました。 

 本市においては、すべての市民が地域の中で共に支え合い、健やかに暮らせるまちづく

りを推進するため、令和６年に「第３期小金井市保健福祉総合計画」を策定し、保健福祉

分野の共通基盤となる地域福祉施策や健康増進施策と連携しながら、総合的な福祉サービ

スの充実を図っています。 

このような背景のもと、本計画は、国の基本指針や法改正の動向を踏まえるとともに、

近年の本市における障害福祉サービスの実績と、地域における生活支援ニーズの多様化・

高度化といった実情を考慮して策定するものです。 

 本計画の推進により、障がいのある人やその家族、子どもたちが、住み慣れた地域で安

心して自分らしい自立した生活を営み、社会の一員として共に歩むことができる「地域共

生社会」の実現を一体的に目指すことを、本計画の趣旨とします。 



2 

  

２ 計画の法令上の根拠   

 本計画は、障害者総合支援法第８８条に基づく「障害福祉計画」及び児童福祉法第３３

条の２０に基づく「障害児福祉計画」の数値目標について、国の基本指針を踏まえるとと

もに、本市における過去の実績と地域の実情を考慮し、令和１１年度を目標年度として一

体的に策定したものです。 

３ 計画の基本的理念、目的、特色  

⑴ 基本的理念 

「障がいの有無にかかわらず、誰もが自分らしく安心して暮らし、共に支え合うまち 

小金井」 

 すべての市民が、障がいの有無や年齢によって分け隔てられることなく、互いに人格

と個性を尊重し合いながら、住み慣れた地域で安心して自分らしい自立した生活を営む

ことができる「地域共生社会」の実現を基本理念とします。 

⑵ 計画の目的 

本計画は、障害者総合支援法および児童福祉法に基づき、障がいのある人、障がいの

ある子ども、そしてその家族が必要とする障害福祉サービスや障害児通所支援等の「見

込量」を適切に算出し、それを計画的に確保・供給することを目的とします。 

 あわせて、施設からの地域生活への移行、一般就労への移行支援などの「成果目標」

を設定し、市としての具体的な施策の方向性を示すことで、総合的な支援体制の充実・

強化を図ります。 

⑶ 計画の特色 

• 障害福祉計画と障害児福祉計画の一体的策定：大人の障害福祉と子どもの障害児福

祉を別々に捉えるのではなく、ライフステージに応じた切れ目のない一貫した支援

を提供できるよう、両計画を一体的に策定しています。 

• 地域実情と喫緊の課題への対応：本市において特に不足している「重度障がい者対

応の居住系・日中活動系サービス」や「医療的ケア児・重症心身障がい児の受け入

れ事業所」の確保など、地域特有のニーズに応じた具体的な基盤整備の方策を盛り

込んでいます 。 

• 多機関連携による地域ケアシステムの構築：保健、医療、障害福祉、保育、教育、

就労支援などの関係機関が有機的に結びつき、精神障害にも対応した地域包括ケア

システムや、相談支援の充実・強化を推進する体制を明記しています。 
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４ 他の計画との関係 

本計画は、小金井市の最上位計画である「小金井市基本構想・基本計画」を総合的な指

針とし、保健福祉分野の最上位の個別計画である「小金井市保健福祉総合計画（地域福祉

計画など）」に包含される形で策定されるものです。 

 障害福祉分野においては、障害者基本法第１１条第３項に基づく「小金井市障害者計

画」の基本方針や施策展開を、福祉サービスの提供体制や見込量の観点から具体化する実

務的なアクションプラン（実施計画）としての位置づけを持ちます。 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

障害者計画 

      

障害福祉計

画・障害児福

祉計画 

      

 

第２章 数値目標とサービスの見込量 

（第８期障害福祉計画・第４期障害児福祉計画） 

１ 第８期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画における

数値目標設定について【成果目標】 

障害者総合支援法第８８条に基づく「障害福祉計画」及び児童福祉法第３３条の２０

に基づく「障害児福祉計画」の数値目標について、国の基本指針を踏まえるとともに、本

市における過去の実績と地域の実情を考慮し、令和１１年度を目標年度として設定しま

す。 

 

障害者計画（第３期小金井市保健福祉総合計画） 

第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画 第８期障害福祉計画・第４期障害児福祉計画 
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⑴ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

目標値 設定の考え方 

令和１１年度末の 

施設入所者数 
５５人 

令和７年度末時点の施設入所者数（５８人）から５％削減 

【国指針：令和７年度末時点の施設入所者数から５％以上削減】 

令和１１年度末まで

の地域生活移行者数 
４人 

令和７年度末の施設入所者数（５８人）の６％が、施設からグループホーム

等へ地域移行 

【国指針：令和７年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活に移行】 

 

○目標達成のための方策 

施設入所者及び出身世帯の状況を把握し、施設から地域生活への移行を希望する者に

対して、サービスの調整・確保を図りつつ、施設退所及び退所後の生活への支援を行っ

ていきます。 

また、生活の場の確保、地域医療との連携体制の整備、地域生活支援拠点等の整備に

取り組みます。 

 

⑵ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

目標値 設定の考え方 

令和１１年度末の長期入院患

者の地域生活への移行に伴う

地域の精神保健医療福祉体制

の基盤整備量（利用者数） 

１０人 

【国指針：当該市町村が属する都道府県が、当該市町村の区域

における令和１１年度末の長期入院患者の地域生活への移行

に伴う地域の精神保健医療福祉体制の基盤整備量（利用者数）

を定める】 

 

【活動指標】 

 
令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

市町村ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の場の開催回数 ３回 ３回 ３回 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加者数 １３人 １３人 １３人 
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保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定及び

評価の実施回数 
１回 １回 １回 

心のサポーター養成研修実施回数【新規】 検討 検討 検討 

精神保健福祉相談員講習会等の実施回数【新規】 検討 検討 検討 

精神障がい者の地域移行支援の利用者数 ５人 ５人 ５人 

精神障がい者の地域定着支援の利用者数 ３１人 ３２人 ３３人 

精神障がい者の共同生活援助の利用者数 ６６人 ６８人 ７０人 

精神障がい者の自立生活援助の利用者数 １人 １人 １人 

精神障がい者の自立訓練（生活訓練）の利用者数 ２１人 ２２人 ２３人 

精神障害者の短期入所の利用者数【新規】 ３人 ３人 ３人 

 

○目標達成のための方策 

地域自立支援協議会において精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関す

る課題抽出、課題解決のための目標設定や取り組みを継続します。また、より多角的な

視点から課題を捉え解決に向けた取り組みを行うため、引き続き協議の場の充実を図り

ます。 

 

⑶ 地域生活支援拠点等の整備  

目標 設定の考え方 

地域生活支援拠点等が有する機能の充

実 

【国指針：令和１１年度末までの間に、地域生活支援拠点等を確保

しつつ、その機能の充実のため、コーディネーターを配置するなど

により効果的な支援体制の構築を進め、また、年１回以上運用状況

を検証、検討することを基本】 

強度行動障がいを有する者への支援体

制の充実 

【国指針：令和１１年度末までに、強度行動障がいを有する者に関

して、各市町村又は圏域において、支援ニーズを把握し、支援体制

の整備を進め、サービス提供事業所での中核的人材の養成・配置を
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促進し、広域的支援人材による集中的支援の実施体制を確保するこ

とを基本】 

 

【活動指標】 

 
令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

地域生活支援拠点等の設置か所数 

面的整備型 １か所 １か所 １か所 

多機能拠点整備型    

検証及び検討の実施回数について、年間の見込み数 １回 １回 １回 

強度行動障がいを有する者への支援体制の充実 検討 検討 検討 

 

○目標達成のための方策 

地域生活支援拠点等を障がい者の生活を地域全体で支える核として機能させるため、

基幹相談支援センターと連携し、関係者への研修等を行います。また、運営する上での

課題を共有できるよう、拠点等に関与するすべての機関及び人材の有機的な結びつきを

強化します。 
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⑷ 福祉施設から一般就労への移行等 

目標値 設定の考え方 

福祉施設から一般就労への

移行者数 

３５人 

(１．３１倍増) 

令和１１年度末時点で、就労移行支援事業等（生活介護、自立

訓練、就労移行支援、就労継続支援）から一般就労へ移行する

人数。令和６年度実績値(２７人)の１．３１倍増 

【国指針：令和６年度実績の１．３１倍以上】 

就労移行支援事業からの一

般就労への移行者数 

２１人 

(１．１４倍増) 

令和１１年度末時点で、就労移行支援から一般就労へ移行する

人数。令和６年度実績（１９人）の１．１４倍増 

【国指針：令和６年度実績の１．１４倍以上】 

就労継続支援事業からの一

般就労への移行者数 

２人 

(１．６７倍増) 

令和１１年度末時点で、就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ

型から一般就労へ移行する人数。令和６年度実績値(Ｂ型 1人)

の１．６７倍増 

【国指針：令和６年度の一般就労への移行実績の１．５２倍以

上（Ａ型）、１．６７倍以上（Ｂ型）】 

就労移行支援事業利用終了

者に占める一般就労へ移行

した者の割合が５割以上の

事業所 

２事業所 

令和１１年度末時点で、就労移行支援事業所のうち、就労移行

支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が

５割以上の事業所を５割以上 

【国指針：就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用

終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事

業所を５割以上】 

一般就労へ移行した者のう

ち就労定着支援事業を利用

した者の割合 

２７％ 

令和１１年度末時点で、一般就労へ移行した者のうち就労定着

支援事業を利用した者の割合。令和６年度実績値(２７人中 

５人)の１．４７倍増 

【国指針：令和１１年度末の利用者数を令和６年度末実績の

１．４７倍以上】 

就労定着支援事業所の就労

定着率７割以上の事業所の

割合 

５０％ 

令和１１年度の就労定着支援事業の利用終了後の一定期間に

おける就労定着率が７割以上となる就労定着支援事業所の割

合を５割以上。【国指針：令和１１年度の就労定着支援事業の

利用終了後の一定期間における就労定着率が７割以上となる

就労定着支援事業所の割合を２割５分以上とすることを基本】 

就労選択支援の事業所数

【新設】 
１事業所 

令和１１年度末時点の就労選択支援事業所数【国指針：協議会

の設置圏域ごとに就労選択支援事業所を１事業所以上設置す

ることを基本】 

 

○目標達成のための方策 
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障害者就業・生活支援センター、ハローワーク等との連携を進めながら、障がいのあ

る人の就労を支援していきます。 

就労選択支援事業所の開設の促進については、地域の既存事業者や地域自立支援協議

会と連携し、開設に際して課題となる点などを検討・協議します。 

また、特別支援学校等卒業生を含めた障がいのある人の就労支援をより一層推進して

いくため、特別支援学校等との連携も強化していきます。 

 

⑸ 障がい児支援の提供体制の整備等 

目標 設定の考え方 

令和１１年度末までに児童発達支援センターの中核的な

支援機能を確保 

【国指針：令和１１年度末までに、児童発達支援セ

ンターの中核的機能を確保することを基本】 

令和１１年度末までに保育所等訪問支援を活用しなが

ら、インクルージョンを推進する体制を構築 

【国指針：令和１１年度末までに、すべての市町村

において、保育所等訪問支援を活用しながらインク

ルージョンを推進する体制を構築することを基本】 

令和１１年度末までに重症心身障がい児を支援する児童

発達支援事業及び放課後等デイサービス事業所の確保 

【国指針：令和１１年度末までに、主に重症心身障

害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等

デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か

所以上確保することを基本】 

令和１１年度末までに保健、医療、障がい福祉、保育、

教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場 【国指針：保健、医療、障害福祉、保育、教育等の

関係機関等が連携を図るための協議の場を設ける

とともに、医療的ケア児等に関するコーディネータ

ーの配置を基本】 令和１１年度末までに医療的ケア児等に関するコーディ

ネーターの配置 

 

【活動指標】 

 
令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プロ

グラム等の受講者数 
１５人 １５人 １５人 

ペアレントメンターの人数 ２人 ３人 ３人 

ピアサポートの活動への参加人数 検討 検討 検討 
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○目標達成のための方策 

地域の関係機関や団体と連携しながら、新たな事業所の参入を促進し、整備等を図り

ます。 

また、医療機関等との一層の連携により、子ども一人ひとりの障がい特性に応じて、

適切な対応により健全な発達が促せるよう支援の質の向上に努めていきます。 

⑹ 相談支援体制の充実・強化等 

目標 設定の考え方 

相談支援体制の充実・強化等に向けた取組

の実施体制を確保 

【国指針：相談支援体制の充実・強化等に向けた取組の実施体

制を確保、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・

改善等を行う取組を行うために必要な協議会の体制を確保】 

 

【活動指標】 

 
令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

総合的・専門的な相談支援の実施 実施 実施 実施 

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・ 

助言件数 
２件 ２件 ２件 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 １件 １件 １件 

地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 ６回 ６回 ６回 

望まないセルフプランの件数把握【新設】 検討 検討 検討 

 

○目標達成のための方策 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として基幹相談支援センターを設置

しており、相談支援事業所等への専門的指導や助言を行います。また、研修会の開催等

を通して相談支援事業者の人材育成に努め、相談支援体制の強化を図ります。 

地域の関係機関との連携を通して、誰もが、地域の中で自分らしく暮らしていけるた
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めの必要な地域づくりを目指します。 

 

⑺ 障がい福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の

構築 

目標 設定の考え方 

サービスの質の向上を図るための取組に係

る体制の構築 

【国指針：サービスの質の向上を図るための取組に係る体制

を構築】 

 

【活動指標】 

 
令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

都道府県が実施する障がい福祉サービス等に係る研修その他

の研修への市町村職員の参加人数 
６人 ６人 ６人 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果や指導監

査結果等を共有する体制の有無及びその実施回数 
１回 １回 １回 

 

○目標達成のための方策 

市職員は、障害者総合支援法の具体的内容を理解するための取組を行い、障がい福祉

サービス等の利用状況を把握し、障がい者等が真に必要とする障がい福祉サービス等が

提供できているのか検証を行っていくことが必要と考えます。そのため、東京都が実施

する障がい福祉サービス等に係る研修その他の研修へ積極的に参加します。 

また、自立支援審査支払等システム等を活用し、請求の過誤を無くすための取組や適

正な運営を行っている事業所を確保していきます。 
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２ 障がい福祉サービス・障がい児福祉サービスの見込量 

⑴ 指定障害福祉サービスの現状 

（ア） 障害福祉サービス（1 ヶ月あたり） 

区
分 

サービス種別 

第６期 第７期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

計画値 実績 計画値 実績 計画値 実績 

訪
問
系 

居宅介護 

1,375 時間分  1,334 時間分  1,427 時間分  1,391 時間分  1,437 時間分  1,524 時間分  

125人分  146人分  144人分  141人分  145人分  149人分  

重度訪問介護 

4,524 時間分  4,108 時間分  4,009 時間分  4,421 時間分  4,343 時間分  5,449 時間分  

13 人分  12 人分  12 人分  13 人分  13 人分  15 人分  

同行援護 

504時間分  496時間分  606時間分  531時間分  647時間分  559時間分  

21 人分  24 人分  29 人分  25 人分  31 人分  23 人分  

行動援護 

210時間分  287時間分  353時間分  435時間分  460時間分  509時間分  

15 人分  13 人分  23 人分  20 人分  30 人分  21 人分  

重度障害者等包括支援 

0 時間分  0 時間分  0 時間分  0 時間分  0 時間分  0 時間分  

0 人分  0 人分  0 人分  0 人分  0 人分  0 人分  

日
中
活
動
系
等 

生活介護 

3,838 人日分  3,614 人日分  3,617 人日分  3,611 人日分  3,636 人日分  3604 人日分  

202人分  188人分  189人分  190人分  190人分  189人分  

自立訓練（機能訓練） 

63 人日分  62 人日分  45 人日分  55 人日分  39 人日分  49 人日分  

9 人分  9 人分  7 人分  7 人分  6 人分  6 人分  

自立訓練（生活訓練） 

400人日分  190人日分  458人日分  237人日分  540人日分  283人日分  

20 人分  17 人分  28 人分  22 人分  33 人分  25 人分  

就労移行支援 

1,040 人日分  1,122 人日分  1,122 人日分  1,039 人日分  1,200 人日分  845人日分  

65 人分  67 人分  72 人分  66 人分  77 人分  52 人分  

就労継続支援Ａ型 

320人日分  273人日分  228人日分  279人日分  228人日分  308人日分  

16 人分  14 人分  12 人分  15 人分  12 人分  17 人分  

就労継続支援Ｂ型 

3,300 人日分  3,270 人日分  3,259 人日分  3,322 人日分  3,318 人日分  3,374 人日分  

220人分  219人分  222人分  222人分  226人分  230人分  
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就労定着支援 48 人分  24 人分  30 人分  33 人分  34 人分  31 人分  

就労選択支援 ― ― ― ― 12 人 0 人 

療養介護 14 人分  11 人分  11 人分  11 人分  12 人分  10 人分  

短期入所 

399人日分  270人日分  256人日分  252人日分  262人日分  281人日分  

57 人分  47 人分  45 人分  52 人分  46 人分  54 人分  

居
宅
住
系 

自立生活援助 4 人分  1 人分  1 人分  1 人分  1 人分  1 人分  

共同生活援助 116人分  151人分  155人分  169人分  167人分  180人分  

施設入所支援 60 人分  58 人分  56 人分  54 人分  55 人分  54 人分  

相
談
支
援 

計画相談支援 160人分  178人分  203人分  184人分  232人分  190人分  

地域移行支援 4 人分  3 人分  5 人分  2 人分  5 人分  4 人分  

地域定着支援 27 人分  22 人分  29 人分  28 人分  31 人分  30 人分  

（イ） 障害児通所支援事業（１ヶ月あたり） 

サービス種別 

第２期 第３期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

計画値 実績 計画値 実績 計画値 実績 

児童発達支援 
930人日分  958人日分  1,094 人日分  1,180 人日分  1,189 人日分  1,300 人日分  

93 人分  96 人分  103人分  130人分  112人分  145人分  

放課後等デイサービス 
2,052 人日分  2,395 人日分  2,565 人日分  2,659 人日分  2,776 人日分  2,757 人日分  

228人分  255人分  291人分  273人分  315人分  297人分  

保育所等訪問支援 
8 人日分  24 人日分  12 人日分  30 人日分  19 人日分  34 人日分  

4 人分  14 人分  3 人分  17 人分  3 人分  21 人分  

医療型児童発達支援 
24 人日分  4 人日分  16 人日分  0 人日分  16 人日分  ― 

4 人分  1 人分  2 人分  0 人分  2 人分  ― 

居宅訪問型児童発達支援 
5 人日分  0 人日分  0 人日分  0 人日分  0 人日分  0 人日分  

1 人分  0 人分  0 人分  0 人分  0 人分  0 人分  

障害児相談支援 42 人分  37 人分  42 人分  39 人分  47 人分  44 人分  

医療的ケア児に対する関連分野

の支援を調整するコーディネー

ターの配置人数 

検討 検討 2 人分 検討 2 人分 2 人分 
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その他 発達障がい者等に対する支援 

サービス種別 

第２期 第３期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

計画値 実績 計画値 実績 計画値 実績 

ペアレントトレーニングやペア

レントプログラム等の支援プロ

グラム等の受講者数 

15 人 53 人 15 人 19 人 15 人 22 人 

ペアレントメンターの人数 3 人 2 人 2 人 2 人 3 人 2 人 

ピアサポートの活動への参

加人数 
検討 検討 検討 検討 検討 検討 

⑵ 指定障害福祉サービスの供給見込み量 

（ア） 訪問系サービス  

【居宅介護（ホームヘルプ）】 

居宅にて、入浴、排泄、食事の介助等を行うサービスです。 

 

【重度訪問介護】 

重度の障がいがあり常に介護を必要とする人に対して、居宅にて入浴、排泄、食事の

介護のほか、外出時における移動の介護などを総合的に行うサービスです。 

 

【同行援護】 

行動に著しい困難を有する重度の視覚障がいのある人に対して、外出時に同行し、移

動に必要な情報の提供などを行うサービスです。 

 

【行動援護】 

知的障がい・精神障がいのために行動上著しい困難があり、常時介護を必要とする人
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に対して、行動の際の危険回避や外出時の移動の介護を行うサービスです。 

 

【重度障害者等包括支援】 

常時介護が必要で、その必要性が著しく高い人に対して、居宅介護その他障がい福祉

サービスを包括的に提供するサービスです。 

  



15 

  

① 必要な量の見込 

サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

居宅介護 

人/月 １５０ １５２ １５４ 

時間/月 １，５００ １，５２０ １，５４０ 

重度訪問介護 

人/月 １６ １８ ２０ 

時間/月 ５，５６８ ６，２６４ ６，９６０ 

同行援護 

人/月 ２５ ２８ ３１ 

時間/月 ５５０ ６１６ ６８２ 

行動援護 

人/月 ２２ ２４ ２６ 

時間/月 ５０６ ５５２ ５９８ 

重度障害者等包括支援 

人/月 ０ ０ ０ 

時間/月 ０ ０ ０ 

 

② 見込量確保の方策 

今後の地域生活への移行促進等を踏まえ、サービス提供体制を充実させるため、事業

所の新規参入を働きかけるとともに、介護保険サービス事業所に対して障がい福祉サー

ビスへの参入を促すなど、利用ニーズに応じてサービスを受けることができる提供体制

の確保に努めます。 

また、利用者が安心してより質の高いサービスを受けられるよう、事業者に対して指

導、監査及び研修等を実施し、事業者の運営の適正化を図ります。 
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（イ） 日中活動系サービス等 

【生活介護】 

常時介護が必要な人に対して、主に日中に入浴、排泄、食事の介護等を行うとともに、

創作活動又は生産活動の機会の提供を行うサービスです。 

 

【自立訓練（機能訓練・生活訓練）】 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向

上のための訓練を行うサービスです。 

 

【就労移行支援】 

一般企業等への就労を希望する障がいのある人に、一定期間、就労に必要な知識及び

能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

 

【就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）】 

一般企業等での就労が困難な人に働く場を提供するとともに、就労に必要な知識・能

力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

 

【就労定着支援】 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障がい者で、就労にともなう環境変

化により生活面の課題が生じている人に対して、障がい者との相談を通じて生活面の課

題を把握するとともに、企業や関係者等との連絡調整やそれにともなう課題解決にむけ

て必要となる支援を行うサービスです。 

 

【就労選択支援】 

就労アセスメントの手法を活用して整理した就労能力や適性、配慮事項などに応じて

雇用や福祉、医療などの関係機関と連携しつつ、一般就労や就労継続支援Ａ型、Ｂ型な

どの就労系障がい福祉サービスの事業所の利用の選択を支援するサービスです。 

 

【療養介護】 
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医療と常時介護を必要とする障がいのある人に対して、主に日中に医療機関で機能訓

練、療養上の管理、看護、医学的管理下における介護及び日常生活の援助を行うサービ

スです。 

 

【短期入所】 

居宅で介護する人が病気の場合などに短期間施設へ入所し、入浴、排泄、食事の介護

等を行うサービスです。 

  



18 

  

① 必要な量の見込 

サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

生活介護 

人/月 １９０ １９２ １９４  

人日/月 ３，６１０ ３，６４８ ３，６８６ 

自立訓練(機能訓練） 

人/月 ７ ８ ８ 

日/月 ５６ ６４ ６４ 

自立訓練(生活訓練） 

人/月 ２９ ３１ ３３ 

日/月 ３１９ ３４１ ３６３ 

就労移行支援 

人/月 ５３ ５５ ５７ 

日/月 ８４８ ８８０ ９１２ 

就労継続支援(Ａ型） 

人/月 １８ ２０ ２２ 

日/月 ３４２ ３８０ ３９９ 

就労継続支援(Ｂ型） 

人/月 ２３４ ２３８ ２４２ 

日/月 ３，５１０ ３，５７０ ３，６３０ 

就労定着支援 人/月 ３３ ３５ ３７ 

就労選択支援 人/月 １ １ １２ 

療養介護 

人/月 １０ １０ １１ 

日/月 ３０２ ３０２ ３３２ 

短期入所 

人/月 ５７ ６０ ６４ 

日/月 ２８５ ３００ ３２０ 

短期入所（福祉型） 

人/月 ５２ ５５ ５８ 

日/月 ２６０ ２７５ ２９０ 

人/月 ５ ５ ６ 
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短期入所（医療型） 日/月 ２０ ２５ ３０ 

 

② 見込量確保の方策 

今後もサービス利用者数の増加が見込まれるため、サービス需要の増大についての情

報提供に努め、社会福祉法人等の従来の事業の担い手だけにとどまらず、サービス提供

事業所と連携しながら、利用ニーズに応じたサービス提供を行うことができるよう、市

内に不足している重度対応の施設整備も含め、さらなる利用定員の拡大と新たな事業所

の参入を促進します。 

生活介護については、特に重症心身障がい者の特性に対応できるサービス提供の充実

を図るために、関係機関や事業所等と連携しながら、人材の確保に努めるとともに、施

設整備及び新規参入を促進します。 

就労移行支援や就労継続支援については、地域の関係機関や団体と連携しながら、

雇用促進に努めるとともに就労定着支援・就労選択支援事業所の参入を促進します。 

短期入所については、今後も身近な地域で利用できるよう、サービス提供基盤の充

実に努めます。  
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（ウ） 居住系サービス 

【共同生活援助（グループホーム）】 

夜間や休日に共同生活を営む住居において、相談や日常生活上の援助を行うサービス

です。 

 

【施設入所支援】 

施設に入所している障がいのある人に対して、主に夜間に入浴、排泄、食事の介護等

を行うサービスです。 

 

【自立生活援助】 

施設やグループホーム等を利用していた障がい者で一人暮らしを希望する者等に対し、

定期的に利用者の居宅を訪問し、食事、洗濯、掃除などに課題はないか、公共料金や家賃

に滞納はないか、体調に変化はないか等を確認し、必要な助言や医療機関等との連絡調

整を行います。 

 

① 必要な量の見込 

サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

共同生活援助 人/月 １９０ ２００ ２１０ 

重度障がい者の共同生活援助 人/月 ２６ ２７ ２９ 

施設入所支援 人/月 ５７ ５６ ５５ 

自立生活援助 人/月 １ １ １ 

 

② 見込量確保の方策 

市内には、重度対応の居住系サービスが特に不足しています。 

共同生活援助（グループホーム）に関しては、施設入所者の地域移行の推進が求めら

れる中で、施設からの移行の受け皿や親亡き後も障がい者が地域で暮らし続けるための
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受け皿になることが今後も期待されることから、地域の理解を深めながら、新規事業者

の参入を促進するとともに、生活の場の確保に努めます。 

施設入所に関しては、支援が必要な人が利用できるようサービス提供に努めるととも

に、障害者支援施設（入所施設）の新規開設に向けての検討を進めます。また施設やグル

ープホームの利用者が一人暮らしを希望する際の必要な支援の充実を図るために、自立

生活援助事業所の整備を進めます。 
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（エ）  計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援   

【計画相談支援】 

市町村は、必要と認められる場合、特定相談支援事業者が作成するサービス等利用計

画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行います。支給決定を受けた障がいのあ

る人またはその保護者が、対象となる障がい福祉サービスを適切に利用できるよう、支

給決定を受けた障がいのある人の心身の状況やおかれている環境、障がい福祉サービス

の利用に関する意向、その他の事情などを勘案し、サービス等利用計画を作成します。 

 

【地域移行支援】 

障がい者支援施設や精神科病院に入所等をしている障がいのある人に対し、住居の確

保や、地域生活に移行するために障がい福祉サービス事業所等への同行支援、入所施設

や精神科病院への訪問による相談等の支援を行います。 

 

【地域定着支援】 

常時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態等に対して、相

談・訪問等の支援を行います。 

 

① 必要な量の見込 

サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

計画相談支援 人/月 １８６ １９２ １９８ 

地域移行支援 人/月 ４ ４ ５ 

地域定着支援 人/月 ３２ ３４ ３６ 

 

② 見込量確保の方策 

計画相談支援をすべての対象者に実施できるよう、サービス提供体制の機能の強化に

努めるとともに、地域生活への移行者や、計画相談支援が必要な人を把握し、サービス
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利用の促進に努めます。 

精神病床における長期入院患者の地域生活への移行を進めるにあたって、精神障がい

のある人が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精

神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めます。 
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（オ） 障がい児支援  

   【児童発達支援】 

就学前の子どもを対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練などを行います。 

 

【居宅訪問型児童発達支援】 

重症心身障がい児などの重度の障がい児等であって、児童発達支援等の障がい児通所

支援を受けるために外出することが著しく困難な障がい児に対し、居宅を訪問し、日常

生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を実施します。 

 

【放課後等デイサービス】 

就学中の障がいのある子どもに対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生

活能力向上のための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって自立を

促進するとともに、放課後等の居場所づくりを行います。 

 

【保育所等訪問支援】 

保育所等を現在利用中の障がいのある子ども、又は今後利用する予定の障がいのある

子どもが、保育所等における集団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、

保育所等に対して訪問による支援を行います。 

 

【障害児相談支援】 

障害児通所給付サービス利用の調整を必要とする人に対し、障害児支援利用計画を作

成します。 

 

【医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの設置】 

医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支援を調整する

コーディネーターとして養成された相談支援専門員等を配置します。 
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① 必要な量の見込 

サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

児童発達支援 

人/月 １６１ １７７ １９３ 

日/月 １，４４９ １，５９３ １，７３７ 

居宅訪問型児童発達支援 

人/月 １ １ １ 

回/月 ５ ５ ５ 

放課後等デイサービス 

人/月 ３１１ ３２５ ３３９ 

日/月 ２，７９９ ２，９２５ ３，０５１ 

保育所等訪問支援 

人/月 ３９ ４３ ４６ 

回/月 ２３ ２５ ２７ 

障害児相談支援 人/月 ４６ ４８ ５０ 

医療的ケア児に対する関連分野
の支援を調整するコーディネー
ターの配置人数 

人/年 ２ ２ ２ 

 

② 見込量確保の方策 

今後もサービスに対する需要が増大していくことが見込まれるため、社会福祉法人等

の従来の事業の担い手だけにとどまらず、より幅広く多くのサービス提供事業者の一層

の参入を促進していきます。市内には重度対応の施設が不足しており、特に、医療的ケ

ア児や重症心身障がい児を受け入れることができる事業所等の確保を図ります。 

利用者が安心してより質の高いサービスを受けられるよう、事業者に対して指導、監査

及び研修等を実施し、事業者の運営の適正化を図ります。 

障がい児の障がい種別や年齢別等のニーズに応じて、身近な場所で提供できるように、

地域における支援体制の整備を進めます。 

障がい児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障がい福祉、保育、教育、就

労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する体制の構築を
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図ります。 

 

３ 地域生活支援事業の見込量  

⑴ 地域生活支援事業の現状 

サービス種別 
令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

計画値 実績 計画値 実績 計画値 実績 

⑴理解促進研修・啓発事業 

    実施 実施 実施 実施 実施 実施 

⑵自発的活動支援事業 

    実施 実施 実施 実施 実施 実施 

⑶相談支援事業 

  

①障害者相談事業 15 か所 14 か所 16 か所 14 か所 17 か所 12 か所 

②基幹相談支援センター等機能強化

事業 
1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

③住宅入居等支援事業 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

⑷成年後見制度利用支援事業 

    3 人 4 人 1 人 3 人 1 人 3 人 

⑸成年後見制度法人後見支援事業 

    検討 検討 検討 検討 実施 検討 

⑹意思疎通支援事業 

  
①延べ利用者数 61 人 111 人 61 人 111 人 61 人 85 人 

②手話通訳者設置事業 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

⑺日常生活用具費給付事業 

  
①介護訓練支援用具 4 人分 5 人分 12 人分 5 人分 12 人分 3 人分 

②自立生活支援用具 10 人分 9 人分 10 人分 10 人分 10 人分 10 人分 
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③在宅療養等支援用具 14 人分 9 人分 14 人分 14 人分 14 人分 8 人分 

④情報・意思疎通支援用具 13 人分 16 人分 24 人分 16 人分 24 人分 12 人分 

⑤排泄管理支援用具 131 人分 120 人分 144 人分 120 人分 144 人分 182 人分 

⑥住宅改修費 2 人分 1 人分 7 人分 1 人分 7 人分 1 人分 

⑻手話奉仕員養成研修事業 

  終了見込者数 4 人 2 人 4 人 2 人 4 人 3 人 

⑼移動支援事業 

    

50 か所 50 か所 50 か所 50 か所 50 か所 50 か所 

174 人 114 人 129 人 128 人 137 人 133 人 

17,411

時間 

 9,913

時間 

11,273

時間 

10,503

時間 

11,972

時間 

12,486

時間 

⑽地域活動支援センター機能強化事業 

  

①地域活動支援センターⅠ型 1 か所 

(135 人) 

1 か所 

(129 人) 

1 か所 

(140 人) 

1 か所 

(129 人) 

1 か所 

(140 人) 

1 か所 

(141 人) ②地域活動支援センターⅡ型 1 か所 

(30 人) 

1 か所 

(29 人) 

1 か所 

(30 人) 

1 か所 

(29 人) 

1 か所 

(30 人) 

1 か所 

(28 人) ③地域活動支援センターⅢ型 0 か所 

( 0 人) 

0 か所 

( 0 人) 

0 か所 

( 0 人) 

0 か所 

( 0 人) 

0 か所 

( 0 人) 

0 か所 

( 0 人) ⑾その他の独自事業 

  
①訪問入浴サービス事業 9 人分 

(615 回) 

10 人分 

(655 回) 

11 人分 

(777 回) 

10 人分 

(655 回) 

12 人分 

(871 回) 

6 人分 

(402 回) ②日中一時支援事業 46 人分 

(437 回) 

25 人分 

(240 回) 

55 人分 

(437 回) 

25 人分 

(240 回) 

55 人分 

(436 回) 

20 人分 

(124 回) 

⑵ 地域生活支援事業の供給見込み量 

【必須事業】 

① 必要な量の見込 

Ⅰ．理解促進研修・啓発事業 

障がいのある人が日常生活及び社会生活を行う上で生じる「社会的障壁」をなくす

ため、地域住民に対して、障がいのある人に対する理解を深めるための研修会やイベ

ント等の開催、啓発活動などを行います。 
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Ⅱ．自発的活動支援事業  

障がいのある人やその家族、地域住民などが地域において自発的に行う活動（ピア

サポート、災害対策、孤立防止活動、ボランティア活動など）を支援します。 

 

Ⅲ．相談支援事業 

（ア）障害者相談支援事業 

障がいのある人等の福祉に関する問題に対して相談に応じ、必要な情報提供及び助

言などを行うとともに、虐待の防止やその早期発見のための関係機関との連絡調整、

障がいのある人たちの権利擁護のために必要な援助を行います。 

 

（イ）基幹相談支援センター等機能強化事業 

地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターが適正かつ円滑

に実施されるよう、一般的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を有す

る専門職員を市等に配置することにより、相談支援機能の強化を図ります。 

※ 令和７年度以降は重層的支援体制整備事業の一環として推進 

 

サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

理解促進研修・啓発事業 実施有無 実施 実施 実施 

自発的活動支援事業 実施有無 実施 実施 実施 

相談支援事業 

 

相談支援事業所数 事業所 １３ １４ １５ 

障害者相談支援事業 か所 ４ ４ ４ 

基幹相談支援センター等機能

強化事業 
か所 １ １ １ 

住宅入居等支援事業 か所 １ １ １ 
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Ⅳ．成年後見制度利用支援事業 

障がい福祉サービス利用などの視点から、成年後見制度を利用することが有効と認

められる知的障がいのある人、精神障がいのある人に対し、成年後見制度の利用を支

援します。 

 

サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

成年後見制度利用支援事業 人/年 １ １ １ 

 

Ⅴ．意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能その他の障がいのために意思疎通を図ることに支障があ

る人等が社会参加を行う際に意思疎通の円滑化を図るため、手話通訳者及び要約筆記

者の派遣を行います。 

 

サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

手話通訳者派遣事業 人/年 １２３ １２３ １２３ 

要約筆記者派遣事業 人/年 １８ １８ １８ 

手話通訳者設置事業 人/年 １０２ １０２ １０２ 

代筆・代読ヘルパー派遣事業 人/年 検討 検討 検討 

点訳・音声訳刊行物拡充事業 件 検討 検討 検討 

 

Ⅵ．日常生活用具給付等事業 

重度障がいのある人の日常生活上の便宜を図るため、日常生活用具の給付を行いま
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す。 

 

サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

日常生活用具給付等事業 

 

介護訓練支援用具 件/年 ５ ６ ７ 

自立生活支援用具 件/年 １１ １２ １４ 

在宅療養等支援用具 件/年 ９ １０ １２ 

情報・意思疎通支援用具 件/年 １６ １７ １９ 

排泄管理支援用具 件/年 １８２ ２０２ ２０２ 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

件/年 ２ ３ ５ 

 

Ⅶ．手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障がいのある人等との交流活動の促進、市町村の広報活動などの支援者として

期待される日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成します。 

 

サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

終了見込者数 人/年 ４ ４ ４ 

 

Ⅷ．移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がいのある人について、社会生活上必要不可欠な外出及び

余暇活動等の社会参加のための外出支援を行います。 
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サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

移動支援事業 

人/年 １３９ １４５ １５１ 

時間/年 １２，２３２ １２，７６０ １３，２８８ 

 

Ⅸ．地域活動支援センター機能強化事業 

障がいのある人が地域において充実した日常生活や社会生活を営むことができるよ

う、創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流促進等が適正かつ円滑に実施

されるための機能強化を図ります。 

※ 令和７年度以降は重層的支援体制整備事業の一環として推進 

 

サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

基礎的事業 

か所 ２ ２ ２ 

人/年 １５１ １５１ １５１ 

地域活動支援センター機能強化事業 
Ⅰ型 

か所 １ １ １ 

地域活動支援センター機能強化事業 
Ⅱ型 

か所 １ １ １ 

地域活動支援センター機能強化事業 
Ⅲ型 

か所 ０ ０ ０ 

 

② 見込量確保の方策 

一定のサービス基盤の確保が進んでいるため、今後は利用が促進されるよう、サービ

スの質的向上を図るとともに、事業内容などについて周知し、利用の促進を図ります。 

意思疎通支援が円滑に実施されるよう、ボランティア団体等へ働きかけ、手話奉仕員

の研修の参加を促進し、人材を確保します。 
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障がいのある人の生活の質の向上を図ることができるよう、障がいの特性に合わせた

適切な日常生活用具の給付を行います。 

移動支援事業は多くの利用が見込まれる事業であることから、必要な人が利用できる

ようサービスの利用状況の把握を行うとともに、適切な事業運営に努めます。 

 

【任意事業】 

① 必要な量の見込 

Ⅰ．訪問入浴サービス事業 

本事業の利用を図らなければ入浴が困難である在宅の身体障がいのある人を対象に、

居宅に訪問し、入浴サービスを提供します。 

 

Ⅱ．日中一時支援事業 

活動場所が必要な障がいのある人等を対象に、活動の場を提供し、社会に適応する

ための日常的な訓練を行います。 

 

サービス名 単位 

見込 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

訪問入浴サービス 

か所 １ １ １ 

人/年 ５９４ ６００ ７２６ 

日中一時支援事業 

か所 ３ ３ ４ 

人/年 １２４ １３０ １３６ 

住宅改修費用助成 人/年 ４ ４ ４ 

自動車運転免許取得費助成 人/年 １ １ １ 

自動車改造費用助成 人/年 ２ ２ ２ 
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② 見込量確保の方策 

一定のサービス基盤の確保が進んでいる事業については、サービスの質的向上を図る

とともに、事業内容などについて周知し、利用の促進を図ります。 

今後も一定のサービス提供を行うとともに、利用希望者に対応できるよう、各サービ

スの提供体制を構築します。 


